
第4章 食品機動監視班(食 品指導センター)に よる監視事業

6容 器包装から菓子等に移行するノニルフェノールの実態調査について

(1)は じめに

近年、内分泌かく乱化学物質による環境汚染が、国

際的に問題となっているが、日本では、平成10年5

月に環境庁が、「環境ホルモン戦略計画SPEED'98」 を

公表 し、内分泌かく乱作用を有すると疑われる科学物

質として65物 質を挙げている。平成14年 度までに、

このうちの28物 質が優先してリスク評価 を行う物質

に選定され、その中にノニルフェノールも含まれてい

る。ノニルフェノールは、合成樹脂製容器包装の添加

剤 として使われるトリスノニルフェニルフォスファイ

ト(TNP)の 分解生成物であり、合成樹脂の製造工程中

に生じ、最終製品に残留することがある。

東京都では、平成10年7月 「東京都環境ホルモン取

組方針」を策定し、その基本的な考え方(3)環境リスク

低減 に向けた新たな取組の検討、(4)有害化学物質関連

施策 との統一性の確保を掲げ、現状把握、調査研究、

情報の収集・提供の3点 として、(1)地域特性を踏まえた

調査研究等の実施、(2)リスク ・コミュニケーションの

推進、を中心に具体的な取組みをを進めている。

当センターでは、この方針に基づき、現状把握とし

て、「食器等から溶出する物質等に関する調査」を平成

10年 度から継続 して実施 している。平成13年 度まで

の調査により、ポ リスチ レン(以 下 「PS」と略す)製

品か らノニルフェノールの検出頻度が高いことが、明

らかになった。そこで平成14年 度は、東京都健康局の

重要施策 「化学物質による子供たちへの暴露 リスクの

低減」にそって、内分泌かく乱化学物質 に感受性が高

い乳幼児が好んで食べるプリン、ゼリー、ヨーグル ト

等に使用 される容器中に含 まれるノニル フェノールの

移行実態調査を行った。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成14年4月 か ら平成15年3月 まで

イ 実施方法

PS製 菓子容器及び市販の菓子類の容器、合計31

品目について調査を行った。検体の内訳は表1に 示

した。

ウ 検査機関

健康安全研究センター食品化学部食品添加物研

究科容器包装研究室

エ 検査項 目

(1)材質鑑別、(2)材質試験(材 質中ノニルフェノ

ール)(3)溶 出試験(材 質試験でノニルフェノール

が検出された容器のみ)

オ 検査方法

(ア)材質鑑別

食品に接する面について、赤外分光吸収スペ

ク トルを標準品と比較して材質鑑別を行った。

(イ)材質試験

クロロホルムに溶解、または抽出したものを

試料溶液とし、ガスクロマ トグラフ質量分析計

(GC-MS)に よ り、定量を行 った(定量限界2ppm)。

(ウ)溶出試験

検体を食品疑似溶媒を満たして溶出させ試料

溶液とし、電気化学検出器付き液体クロマ トグ

ラフィー(HPLC-ECD)に より定量を行った(定

量限界5ppb)。 溶出条件は、表2の とお りであ

る。

表1検 体内訳
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表2想 定する使用条件と溶出条件

検 出 した もの については、GC-MSに よ り確認 した。

表3材 質鑑別及び材質試験の結果

(3)結 果及び考察

ア 材質鑑別

材質鑑別試験と材質試験の結果を表3に 示 した。

容器本体の食品に接する面の材質はPSが21検 体、

ポリプロピレン(以 下PPと 略す)が8検 体、メタク

リル酸 メチル・スチレン共重合物(以下MSと 略す)、

ポリエチレンテレフタレー ト(以 下PETと 略す)が

各1検 体ずつであった。容器フタの食品に接する面

の材質はエチレン・酢酸 ビニル共重合物(EVA)が

10検 体、エチレン ・プロピレン樹脂が5検 体、PS、

PETが 各1検 体ずつであった。材質鑑別の結果が商

品表示の材質と矛盾するものはなかった。

イ 材質試験

ノニルフェノール を検 出 したのは1検 体 のみであ

り、検 出量は16μg/kgで あ った。

検査 に付 した のは容器本体部分でPSで あ り、内容

食 品は ヨー グル ト(は っ酵乳)で あった。

ウ 溶 出試験

溶 出試験 の結果 を表4に 示 した。油性食 品の疑似

溶媒で あるn-ヘ プ タンにノニル フェ ノール の溶出

が認 め られ 、溶出量は140ng/cm2で あ った。20%エ

タ ノール、4%酢 酸 、90℃ の 水へ の ノニ ル フェ ノー

ル の溶出 は認 め られな かった。

表4ノ ニルフェノールの溶出試験結果
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(4)ま とめ

プリン、ゼリー、ヨーグル トな どの食品に使用され

る容器中ノニルフェノールの含有実態調査を行った結

果、31検体中PS製 容器1検 体(検 出率3.2%)か らノニ

ルフェノールが検出された。PS製 容器に限ると21検

体中1検 体(同4.8%)か らノニルフェノールが検出さ

れ、PS以 外の検体からはノニルフェノールは検出され

なかった。当センターが平成12、13年 度に行った調査

ではPS製 の使い捨ての器具類59検 体 中9検 体(同

15.3%)か らノニルフェノールを検出しているが、こ

の結果と比較すると今回の菓子容器の検出率は3分 の

1程 度である。これは、内分泌かく乱化学物質に対し

て消費者の不安が大きいことや環境省が ノニルフェノ

ール に魚類に対する内分泌かく乱作用を確認した こと

等によ り、容器包装業界が トリスノニルフェニルフォ

スファイ トの添加剤としての使用を自粛 しているため

と思われる。

今回の調査では、唯一、PS製 ヨーグル トの容器から

ノニルフェノールが検出された。溶出試験の結果では、

90℃の水、4%酢 酸には、ノニルフェノールの溶出が認

められなかったことから、内容食品であるヨーグル ト

に材質中のノニルフェノールが移行する可能性は低い

と考えられる。ただし、油性食品に溶出されることを

示唆する結果が得 られたので、同じ容器を油性食品へ

使用することは、避けるべきである。そ こで、ヨーグ

ル トの製造者を通して容器メーカーに対 して今回の結

果 と油性食品への使用の際の溶出の可能性について情

報提供を行ったところ、当該容器はヨーグル ト以外 に

は使用 していないとの回答を得た。しか し、廃棄物 と

して環境中へ排出される可能性、購入者が空き容器を

別の用途に再利用する可能性等を考慮すると、当該品

の製造メーカーには添加剤としての トリスノニルフェ

ニルフォスファイ トの使用自粛が望まれる。

当センターとしては、調査対象を食品中のノニル フ

ェノールに拡大 し、乳幼児の食生活を取 り巻 く、内分

泌かく乱化学物質の含有実態を明らかにしていきたい。
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7生 食用食品における寄生虫実態調査

(1)調 査目的

食生活の多様化に加え、食品流通の広域化や保管技

術の向上により生食される食品が増える一方で、生食

または過熱不十分が原因と思われる寄生虫感染の報告

が散見 されている。そ こで、当セ ンターでは平成10

年度よ り生鮮魚介類等を調査対象として、生食による

食品の安全確保の一助とすべく、寄生虫の感染実態調

査を実施している。

本年度は、昨年までのサケ ・マス類、シラウオ、カ

キに加えて、新たにアジ ・イワシ、輸入キムチについ

て調査を実施した。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成14年4月 から平成15年2月 まで

イ 実施方法

都内販売店(デ パー ト・スーパー)及 び卸売市場

内仲卸から購入

ウ 検査機関

都立衛生研究所 微生物部 細菌第二研究科 寄

生虫研究室

エ 検査品目 ・検査項目

オ 検査方法

原則 として、食品衛生検査指針(1990年 版)微 生

物編 寄生虫の項に準拠 した。

一部、サケ ・マス類の裂頭条虫の遺伝子レベルで

の同定及びキムチの寄生虫卵の検査については都立

衛生研究所寄生虫研究室の独自の検査法による。

(3)調 査 結果

ア サ ケ ・マス類

サ クラマス ・時サ ケを買上げ、23検 体 について検

査 を行 った。

そ の結果 、サ クラマスか らは13検 体中3検 体、時

サ ケか らは10検 体 中3検 体 、計6検 体か ら裂頭 条虫

のプ レロセ ルコイ ド(以 下 「プレロセルコイ ド」とい

う)を 検出 した(表1)。

プ レロセ ルコイ ドの感 染数 はサク ラマスで1～3

個 、時サ ケで1～7個 で あった。 出荷地は4道 県 、9

地 域で あ り、3道 県5地 域 のものか ら検出 した。

なお 、検 出された裂頭 条虫のプ レロセル コイ ドを

遺伝子 レベルで解析 し同定 した ところ、すべ て 日本

海裂頭 条虫である ことが 判明 した。

また 、アニサ キスの幼 虫は、サクラマスか らは13

検 体 中9検 体 、時サ ケか らは10検 体中7検 体 の計

16検 体 か ら検出 された(表2)。

イ シラウオ

茨城県霞 ヶ浦産 のシラウオ7品 目34検 体 を買上 げ、

横川 吸虫メタセ ルカ リア(以 下 「メタセル カ リア」 と

い う」の感染状況の検査 を実施 した(表3)。

検 査 の結果 、34検 体す べての検体か らメタセ ルカ

リアが検 出され た。1検 体(100尾)あ た りの感 染率

は12%か ら100%で 平均感 染率は72%、 シ ラ ウオ1

尾 あた りの平均感染数 は9.7個 、 最大感 染数は279

個 で あった。

月別 に感染率 をみると、7月23%、8月91%、9

月92%、10月20%、11月70%、12月87%で あ っ

た。

また 、検体 の買上 げの際 、加熱調理用の表示 の確

認 を行 った ところ、「加熱用」の表示があった ものは、

7品 目中1品 目のみで あった。

ウ 輸入キムチ

輸入キムチ54検 体について検査を行 ったと ころ、

韓国産ペ グキムチ1検 体か ら、縮小条虫卵が検 出さ

れた(表4)。

エ アジ ・イ ワシ

マア ジ、マイ ワシ、ウル メイ ワシの3魚 種165検
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体について検査を行ったところ、いずれの検体から

も大複殖門条虫、アニサキスを検出しなかった(表

5)。

オ 輸入カキ

韓国産生カキ3検 体について検査を行ったところ、

いずれの検体からも寄生虫類は検出され なかった

(表6)。

(4)考 察

ア サケ ・マス類

今回、時サケに感染 したプレロセルコイ ドは、病

害性の強いヨーロッパ型の広節裂頭条虫ではないか

という仮説をたてた。 このプレロセルコイ ド及び時

サケとサクラマスから取 り出したプレロセルコイ ド

をゴールデンハムスターに飲 ませ、回収 した成虫の

遺伝子解析を試みた。

その結果、プレロセルコイ ドと成虫は、幸いにも

すべてが症状の軽い日本海列頭条虫であることが判

明した。

しか し、感染部位が背ビレ、脂ビレ直下の筋肉内

部であること、プレロセルコイ ドは、直径5ミ リメ

ー トルほどの白い袋に閉じ込められ、非常に見つか

り難い状態で寄生していることを考慮すると、プレ

ロセルコイ ドに感染した時サケ ・サクラマスを生食

した場合、日本海列頭条虫に感染する可能性が高く、

生食に対する注意と啓発が必要である。

また、幼虫(プ レロセルコイ ド)の 時期に、分子

生物学的な手法で種の同定鑑別が可能になったこと

は、今まで幼虫が成虫になるまでに約2か 月かかっ

ていたものが、二日か ら三日ででき、都民に対し、

迅速で、正確な科学的根拠に基づいた情報を提供で

きるようになった。

イ シラウオ

都食品環境指導センターの平成10年 度か ら11年

度の都内に流通するシラウオのメタセルカ リア実態

調査によ り、メタセルカ リアが茨城県霞ヶ浦産のシ

ラウオから高率かつ多数検 出されていることを受け、

健康被害を防止するために茨城県が自主的に加熱用

の表示を添付して、販売す る等の行政処置を講じて

いる。

今年度の検査では、7品 目、34検体すべて(100%)

からメタセルカリアが検出されており、平均感染率、

1尾 当たりの平均感染数、最大寄生個数とも昨年ま

での結果と同様に相変わらず高い感染率、感染数で

あった。

加熱用表示は、7品 目中1品 目のみで、産地での

表示の自主管理が機能しているとはいえない。今後、

関係自冶体へ再度、表示の徹底を図るよう要望して

いく必要がある。

ウ 輸入キムチ

今回の検査では、いずれの検体からも人体に直接

危害を及ぼす寄生虫卵は検出されなかったが、ペグ

キムチ1検 体から主にネズミに寄生する縮小条虫の

卵が検出された。そのことは、他の寄生虫に汚染し

ている可能性も懸念される。

また、過去には、韓国産キムチが原因と思われる

有鉤嚢虫症や回虫迷入症が報告されている。寄生虫

卵は、塩蔵しても生存するといわれており、今後も

安全性を確認するために、定期的な検査を継続 して

実施する必要がある。

エ アジ ・イワシ

大複殖門条虫は、人の小腸に寄生し、下痢、腹痛、

便秘等の消化器症状を呈する。人への感染源が特定

されていないが、疫学的にイワシ類、サバ、カツオ

などが疑われている。

今回のイワシ類、アジからの検査か らは、大複殖

門条虫は検出されなかったが、日本海列頭条虫症 と

比較して症状が重く、重度の腹痛を生じること。 こ

れまでに、約200例 の報告もあり、特に静岡県や四

国、中国、九州の太平洋側に限局的に多発生してい

ることを考慮すると、漁獲地域を絞 り黒潮回遊の生

食の習慣のある魚種の追加調査が必要と思われる。

オ 輸入カキ

感染症発生動向調査によると、原虫類による感染

症の発生が報告されている。また、最近、韓国でカ

キの生食による腸管寄生吸虫の感染例の報告もある。

そこで、韓国から輸入された加熱用生カキにつき、

原虫類と腸管寄生吸虫の検査を実施 したが、いずれ

か らも、これ らの寄生虫は検出されなかった。

今後、韓国産生カキが輸入される場合には、これ

らの安全確認の検査も必要と思われる。
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(5)お わ りに

最近、寄生虫から食品を守るために多くの寄生虫防

御措置が、世界で提案されている。オゾンの酸化力、

紫外線、放射線照射等が検討され、一定の寄生虫に対

しては効果が示されている。しかし、加熱が最も確実

な方法であるが、「生食の嗜好」という食習慣が定着し

ている我が国では難しい場合も考慮 し、次のような予

防策が必要である。

ア 行政は、加熱により寄生虫感染を防ぐことの困難

な生食用食品について、今後も継続的にモニタリン

グ検査を実施し、安全性を確認 しながら、消費者が

安心 して選択できるような情報を提供していく必要

がある。

イ 業者に対しては、調理の際の目視や流水による寄

生虫除去、まな板や手指の洗浄による寄生虫の二次

感染防止、生鮮魚介類や肉類の充分な加熱調理や冷

凍による殺虫等の寄生虫感染予防法の啓発、普及を

図る。

ウ 消費者に対 しては、寄生虫感染の危険性のある食

品 の生食 を避 ける。衛生状態の悪 い地域 での食品の

生食 を避 けるな どの注意 を促 して い く必要が ある。
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 W. Bier and George J. Jackson (訳: 久 保 村 喜代

子) 寄 生虫 と食品供給 (2) 月 間 フー ドケ ミ

カル12月 号 、98-102 (2002)

表1サ ケ・マス類の裂頭条虫プレロセルコイ ド感染状況

※1:陽 性検体の最小値～最大値を示す

※2:陽 性検体におけるプレロセルコイ ドの個体数の平均

表2サ ケ・マス類のアニサキス幼虫感染状況

※1:陽 性検体の最小値～最大値を示す

※2:陽 性検体におけるアニサキス幼虫の隻数の平均

314



第4章 食品機動監視班(食 品指導センター)に よる監視事業

表3茨 城県霞ヶ浦産シラウオの横川吸虫メタセルカリア感染状況(月別)

※1:1検 体(100尾)中 、1尾 でも感染していれば陽性として計上

※2:1検 体(100尾)中 のメタセルカリア感染率の平均

表4輸 入キムチの寄生虫卵検査結果

*韓 国産の原料を用いて日本で製造

表5ア ジ ・イワシ寄生虫検査結果

表6カ キの寄生虫検体数
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8食 品中の微量有害化学物質に関する調査

(1)調 査目的

近年、野生生物の生殖異常等が国際的に問題となっ

てお り、有害化学物質による環境汚染が原因ではない

かと疑われている。日本では、平成10年5月 に環境庁

が 「環境ホルモン戦略計画SPEED'98」 を公表し、内分

泌かく乱作用を有すると疑われる化学物質として65

物質を挙げている。平成14年 度までに、このうちの

28物 質が優先して リスク評価を行う物質に選定され、

その他に16物 質が文献調査対象物質とされている。

これらの化学物質は非常に低濃度で生物に影響を及

ぼす といわれており、微量 レベルでの汚染実態調査が

求められている。そ こで、平成10年 度から従来よりも

検出感度を高めた検査が可能となった有機塩素系農薬

について、農畜産物の調査を実施 してきた。平成13

年度からは農産物でカーバメイ ト系農薬及び有機リン

系農薬も検査項目に加えた。

今年度は、健康局の重要施策が 「化学物質による子

どもたちへの曝露 リスクの低減」であることをふまえ

子どもがよく食べると思われる品目を選定 し、農産物

はじゃがいも、いちご、な し及びりんごを、畜産物は

鶏卵を対象にした。りんごは昨年度も調査しているが、

食品衛生法の公定法に準拠 し果実全体(以 下全果 とい

う)で検査を実施したところ、カルバリルが比較的高濃

度に検出された。そのため、今年度は皮をむいて食べ

ることを考慮 して、全果と果肉に分けた検査を追加し

て実施することとした。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成14年4月 から12月 まで

(平成10年 度から継続)

イ 実施方法

都内のスーパー、デパー トで農畜産物を購入 し、

検体とした。

(ア)じ ゃがいも10品 目、10検 体

(購入時期 平成14年5月 から12月 まで)

(イ)いちご10品 目、10検 体

(購入時期 平成14年4月 から12月 まで)

(ウ)な し10品 目、20検 体

(全 果 と果肉の検査 を実施)

(購 入時期 平成14年9月 か ら10月 まで)

(エ)り ん ご5品 目、10検 体

(全 果 と果肉の検査 を実施)

(購 入時期 平成14年4月 か ら10月 まで)

(オ)鶏 卵30品 目、30検 体

(購 入時期 平成14年8月 か ら9月 まで)

ウ 検 査機関

東 京都立衛生研究所生活科学部食 品研 究科農薬分

析研 究室、乳肉衛生研 究科食 肉魚介化学研 究室

エ 検 査項 目

(ア)農 産物

有機 塩素系農薬(広 義の もの を含 む。)16物 質 、

カーバメイ ト系農薬5物 質及び有機 リン系農 薬2

物 質について検査 した。今年度か らエン ドスル フ

ァン類、 ビンクロゾリン、 アル ドリン及びエ ン ド

リンを検 査項 目に加えた。

●有機塩 素系農薬16物 質

α-BHC、 β-BHC、 γ-BHC、 δ-B

HC、p,p'-DDT、p,p'-DDE、p,p'-D

DD、 ヘ プタクロル、ヘ プタクロル エポキサイ

ド、アル ドリン、ディル ドリン、エ ン ドリン、

エン ドスル ファン-I、 エ ン ドスル ファン-II、

エ ン ドスル ファンサル フェー ト、 ビンク ロゾリ

ン

● カーバ メイ ト系農 薬5物 質

アル ジカルブ、アルジカルブスルホ ン、 アルジ

カル ブスルホキシ ド、カルバ リル、 メソミル

●有機 リン系農薬2物 質

パ ラチオ ン、マラチ オ ン

(イ)畜 産物

有機塩素系農薬12物 質 につ いて検査 した。今年

度 か らアル ドリン及びエ ン ドリンを検 査項 目に加

えた。

● α-BHC、 β-BHC、 γ-BHC、 δ-B

HC、p,p'-DDT、p,p'-DDE、p,p'-D

DD、 ヘ プタクロル、ヘ プタクロル エポキサイ

ド、アル ドリン、デ ィル ドリン、エ ン ドリン
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オ 検査方 法

農産物 は、食品、添 加物等の規格基 準(昭 和34年

12月28日 厚 生省告示第370号)中 「穀類 、豆類、果

実、野菜 、種実類 、茶 及びホップの成分 規格の試験

法」 に準拠 し、試験溶液 の調製時に再精 製、再抽出

を行 うことによ り、検 出感度 を向上 させ ている。畜

産物 は、衛生試験法 ・注解(1990)中 「有 機塩 素系農

薬 の抽 出法」 に準拠 し、精製方法を改良 して検 出感

度 を向上 させている。

カ 定 量下限

(ア)農 産 物

1ppb(た だ し、 パ ラチ オン及び マ ラチオ ンは

5ppb)

な お 、従来 の検査 では10ppbで あ る。

(イ)畜 産物

1ppb(全 卵 中)

(3)調 査 結果

ア 農産物 の調査結果

表1の とお り、農産物50検 体 のうち、13検 体か

ら対 象物質が検出 された。「りんご」は昨年度 全果 の

み で検 査 を行 ったが、10検 体の うち3検 体 か らカル

バ リルが35～260ppb検 出 されたため、今年度 は全果

と果 肉の両方 の検 査を実施 した。そ の結果 、全果 か

らカルバ リル が43ppb検 出 された検体 の果 肉か らは

カルバ リルが14ppb検 出 され、全果か らカルバ リル

が199ppb検 出 され た検 体の果 肉か らはカルバ リル

が57ppb検 出 された。また、「な し」で は全果か らメ

ソ ミルが22ppb検 出 され た検体 の果肉か らメ ソミル

が3ppb検 出 され た。

イ 畜産 物の調査結果

表2の とお り、鶏卵30品 目のうち、1検 体か ら

p,p'-DDTが1ppb、2検 体か らp,p'-DDEが1ppb

検 出 され た。

(4)考 察

ア 「い ちご」か ら検 出され たエン ドスル フ ァン-I

及 びIIは 異 性体で、そ の混合物 は農薬取締 法で殺 虫

剤 として 「いち ご」へ の使用が認め られて いる。「じ

ゃが い も」で も同様 であ る。「いちご」及び 「じゃが

いも」 か ら検 出され たエ ン ドスルフ ァンサル フェー

トは、エ ン ドスル ファン-I及 びIIの 代 謝物 である。

「いちご」及び 「じゃがいも」のエン ドスルファン

類の残留基準は表3及 び表4の とお りで、今回の結

果はこの基準に適合していた。

イ 「いちご」及び 「なし」から検出されたメソミル

は、殺虫剤 として 「いちご」への使用は認められて

いるが、「な し」への使用は認め られていない。しか

しメソミルは、「なし」への使用が認められているカ

ーバメイ ト系殺虫剤のチオジカルブ及びアラニカル

ブの代謝物でもあることから、これらの農薬の使用

があったものと考えられる。「いちご」のメソミルの

残留基準は表4の とおりで、今回の結果はこの基準

に適合していた。「なし」のチオジカルブ及びアラニ

カルブの残留基準は表5の とお りで、「なし」のメソ

ミルの値をそれぞれに換算すると表8の とお りとな

る。チオジカルブまたはアラニカルブを使用し、そ

のすべてがメソミルになったと仮定すると、農薬取

締法で登録された使用方法が遵守されたと考えられ

る。「なし」でメソミルが全果と果肉の両方から検 出

された検体は、全果の方が検出値が高く、皮を除去

することによ り摂取量を減らす ことができると考え

られる。

ウ 「なし」及び 「りんご」から検出されたカルバ リ

ルは、殺虫剤として使用が認め られている。「なし」

及び 「りんご」のカルバ リルの残留基準は表5及 び

表6の とおりで、今回の結果はこの基準に適合して

いた。「りんご」で全果と果肉の両方からカルバリル

が検出された検体は、全果の方が検出値が高く、皮

を除去することにより摂取量を減 らすことができる

と考えられる。また、カルバリルは植物体内への浸

透移行性を有してお り1)、りんごに散布されたカル

バリルが皮から果肉へ移行 したと推測される。今年

度は4月 に2検 体、10月 に3検 体検査したが、カル

バリルが検出された2検 体は10月 下旬に購入したも

のであった。昨年度は7月 に4検 体、10月 に6検 体

検査 し、カルバ リルが検出された3検 体は同じく10

月下旬に購入したものであった。残留基準値以内で

あるが、収穫時期に近いものか ら比較的カルバ リル

が検出されやすいといえる。

エ 鶏卵から検出されたp,p'-DDEは 、p,p'-DD

Tの 代謝物である。p,p'-DDTは 、日本において
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は1948年 に農薬登録、1971年 に登録失効した殺虫

剤で、1981年 にすべての用途での製造、販売、使用

が禁止されている。国際的には、2001年 に署名が行

われた残留性有機汚染物質(POPs)に 関するス ト

ックホルム条約で、製造、使用が制限され、使用は

マラリア対策用のみ認めるとされている。現在使用

されていないにもかかわらずDDEが 検出されたの

は、DDEは 分解されにくく環境中に残存しており、

飼料由来で鶏の体内に取り込まれたためと推測され

る。「鶏卵」のp,p'-DDT及 びp,p'-DDEの 残

留基準は表7の とおりで、今回の結果はこの基準に

適合していた。

(5)ま とめ

今回の調査では農薬が検出された農産物13検 体中8

検体が従来の検査法の定量下限以下であり、検出感度

を高めたことでppbレ ベルでの残留実態を確認するこ

とができた。鶏卵は都では農薬の検査を通常実施して

おらず、その残留実態をppbレ ベルで把握することが

できた。

農薬が検出された農産物、畜産物ともに、現行の法

規制及び国際基準に適合 していた。内分泌かく乱物質

としての危害度は現在研究が進め られているところ

であり、現時点での ヒトへの影響は不明である。微量

レベルでの残留が確認された今回の調査結果は、今後

の安全性評価への活用が期待できる。また、都の重要

施策である化学物質 による子 どもたちへの曝露 リス

ク対策のためにデータを提供 しており、来年度も引き

続き子 どもたちへの影響 を考慮した品目を選定 して

調査を実施する必要がある。

<参 考文献>

1) 農薬ハンドブック2001年 版

日本植物防疫協会発行

表1農 産物検査結果(平成14年 度)

表2鶏 卵検査結果(平成14年度)
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表3じ ゃがいもから検出された農薬の残留基準値

表4い ちごから検出された農薬の残留基準値

表5な しから検出された農薬の残留基準値

表6り んごから検出された農薬の残留基準値

表7鶏 卵か ら検出された農薬の残留基準値

表8「 な し」 か ら検 出 された メ ソミル の換算
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9加 工食品の リステ リア菌汚染に関する衛生学的実態調査

(1)調 査 目的

リステリア症は、Listeriamonocytogenes(通 称 リス

テ リア菌、以下L.m)を 起因菌とする人畜共通感染症

である。同症は重症化すると髄膜炎や敗血症を引き起

こし死亡する場合もあるとされ、危険性は軽視できな

い。1980年 代以来欧米において食品を介した症例が相

次いで報告され、大規模発生例や死亡例なども散見さ

れるようになった。これらの国では基準の設定も行わ

れてお り、米国では加熱せずに喫食される、いわゆる

ready-to-eat食 品からL.mが 検出されてはな らないと

され、カナダやヨーロッパの多くの国では食品のカテ

ゴリー別に汚染菌量の上限値が設定されている。

一方我が国ではL .mが 原因物質として断定 された食

中毒事例の報告はないが、平成13年3月 にはL.mが チ

ーズを介 して摂取されたという事実が確認され、追跡

調査により喫食者はリステリア症と疑われる症状を呈

していたことが判明した。チーズや食肉製品から検出

された場合、その汚染菌量や血清型によらず食品衛生

法第4条 第3号 違反とされるが、これら以外の食品か

ら検出された場合の基準は示されていない。しかし、

ready-to-eat食 品の広まり等の食生活の変化に伴い、

同症が発生する可能性は高くなると思われ、我が国に

おいても基準化が望まれるところである。

以上の状況を踏まえ当班では、昨年度以来、食品中

のL.mに 関する基準化の可能性を探るべく、一般流通

食品におけるL.mの 汚染実態調査を行っている。昨年

度は加熱の比較的少ない魚介類加工品に的を絞 り、同

一銘柄で製造ロットの異なる食品を連続して買上げる

手法により、複数の食品がL.mに よって汚染されてい

ることが確認された。本年度は調査対象に農産物加工

品を加え、昨年度に引き続きL.mに よる汚染の実態を

調査 した。なお、サンプリング手法及び検査品目の選

定基準(加 熱が比較的少なくそのまま摂取される食品)

は基本的に昨年度のものを踏襲した。

(2)調 査方法

ア 調査期問

平成14年4月 か ら平成15年3月 まで

イ 実施方法

(ア)買上げ場所 ・方法

都内スーパーマーケッ トにおいて同一銘柄別ロ

ット品を経時的 ・連続的に買上げ、検体 とした。

(イ)検査品目

製造(販 売)者 の異なる、農産物加工品8銘 柄

(カット野菜3銘 柄、つけ物5銘 柄)、魚介類加工

品16銘 柄(魚 介生珍味7銘 柄、魚介乾製品5銘 柄、

魚肉ね り製品4銘 柄)、 計24銘 柄の同一銘柄別ロ

ット品を原則各5検 体ずつ買上げ、延べ100検 体

とした(た だし、買上げ先の都合上入手困難とな

り、5検 体収集できなかった銘柄もある)。これら

はすべて、製造者による表示や仕入日等によって

製造ロットの特定が可能なものである。

なお本調査において魚介生珍味とは、魚介類を

主要原材料とし、製造において加熱されない、また

は比較的加熱の少ない魚介類加工品のことである。

ウ 検査機関

東京都立衛生研究所 生活科学部 乳肉衛生研究科

食肉魚介細菌研究室

エ 検査項目

リステリア属菌(種 別、L.mと 同定された場合血

清型別及び最確数)、細菌数、大腸菌群数、大腸菌、

黄色ブドウ球菌、水分活性、pH。 ただし生野菜 につ

いては水分活性及びpHの 検査を行っていない。

オ 検査方法

(ア)リステ リア属菌の検出

検体を選択増菌培地(UVM培 地)に 接種 して増

菌培養した後に、選択分離培地(PALCAM培 地)で

分離 し、得られた菌株について食品衛生検査指針

に準 じリステ リア属菌の確認及び種の鑑別を行っ

た。L.mと 同定された菌株 については、キットを

用いて血清型別試験を行った。

(イ)リステ リア菌の定量

最確数法(3本 法)を 用い、選択増菌培地にお

ける陽性数から求めた。数値は検体100g当 たりの

ものである。

(ウ)その他の検査

定法に従い細菌数、大腸菌群数、大腸菌、黄色
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ブ ドウ球菌 、水分活性、pHを 求めた。

(3)調 査 結 果

アL.m及 び リステ リア属菌 に関する結果

(表1、 表2、 表3)

(ア)カ ッ ト野菜

3銘 柄延べ10検 体 を検 査 し、L.m及 び リステ リ

ア属 菌が検 出され たものはなかった。

(イ)つ け物

5銘 柄延 べ25検 体 を検 査 し、1銘 柄 の2検 体 よ

りL.mが 検 出された(つ け物Fの2検 体か ら、そ

れぞれ血清型1/2bが30個 未 満 、同1/2aが30個

未 満)。

(ウ)魚 介 生珍味

7銘 柄延べ30検 体 を検査 し、1銘 柄の4検 体 よ

りL.mが 検 出された(魚 介生珍味Lの4検 体か ら、

それぞれ血清型4bが30個 未 満、同1/2bが30個

未満 、同4bが150個 、 同1/2bが30個 未 満)。 魚

介 生珍味LのL.m陽 性 検 体の うち1検 体 か ら、L.

seeligefiが 検 出された 。また これ 以外で は、2

銘 柄延 べ5検 体 よ りL.innocuaが 検 出 された(魚

介 生珍 味J延 べ4検 体 、魚介 生珍 味K延 べ1検 体)。

(エ)魚 介乾 製品

5銘 柄延べ20検 体 を検 査 し、L.m及 び リステ リ

ア属菌が検 出された もの はなか った。

(オ)魚 肉ね り製 品

4銘 柄延べ15検 体 を検査 し、L.m及 び リステ リ

ア属菌が検出 された ものはなか った。

イ リステ リア属菌以外 の検 査項 目に関す る結果(表

1)

発 酵 食 品延べ50検 体(10銘 柄)の うち、細菌が

47検 体(10銘 柄)か ら3.0×101～1.4×108の 範 囲

で検 出され た。3検 体(1銘 柄)は10未 満 だった。

大腸菌群が6検 体(5銘 柄)か ら3.0×101～2.7×102

の 範 囲で検 出された。大腸 菌がつ け物2検 体(2銘

柄)か ら検出 された。黄色 ブ ドウ球菌は検 出 されな

かった。pHは 魚介生珍味Iが 弱アルカ リ性、その他

すべ てが弱酸 性であ り、水分活性 はつけ物 が0.98～

0.99、 魚 介生珍味が0.91～0.99の 範 囲だ った。

なお 、L.m陽 性 のつ け物FのpHは5.4、 水 分活

性 は0.99だ った。魚介 生珍味LのpHは6.0、 水

分活性 は0.91だ っ た。

非発酵食 品延 べ50検 体(14銘 柄)の うち、細

菌が27検 体(11銘 柄)か ら2.0×101～6.3×106

の範 囲で検 出され た。23検 体(8銘 柄)は10未 満

だ った。大 腸菌群が3検 体(1銘 柄)か ら4.0×101

～3 .4×102の 範 囲で検 出された 。大腸菌 、黄色 ブ

ドウ球菌は検出 されなか った。pHは すべ てが ほぼ

中性か ら弱酸 性で あり、水分活性 は魚介乾製 品が

0.58～0.95、 そ の他が0.92～0.99だ った。なお、

カ ッ ト野菜Cの1検 体か ら細菌数6.3×106/gが 検

出 さ れ 、 生 食 用 カ ッ ト野 菜 の 暫 定 指 導 基 準

106/g(平 成2年4月16日 元 衛環監第709号)を 超

えていた。これ は製造者 による保存基準が10℃ 以

下に設定 され ていたにもか かわ らず、店頭採取時

に冷蔵 シ ョーケー ス庫 内温度13℃ とな って いた

た め、陳列 中に細菌が増殖 した可能性がある と考

え られた。

(4)考 察

アL.m等 の検 出状況

きゅうりぬか漬の2検 体(1銘 柄)、 魚介生珍味 の

4検 体(1銘 柄)か らL.mが 検 出された。チーズや食

肉製品、スモー クサーモ ン等か らのL.m検 出例 はす

でに多数報告されているが、今回は魚介生珍味の ほ

か、いわゆる動物 性の食品でないつ け物か らもL.m

が検 出される ことが確 認された。

これ ら汚染 の由来 について は明 らかでないが、例

えばL.mが2検 体 か ら検 出され たつけ物Fの 場合、

各回 にお いて検出 されたL.mの 血 清 型は異なってい

る(1/2b、1/2a)こ と 、また5検 体 中3検 体 か らは

L.mが 検 出 されて いな いことか ら、汚染源 は製造所

に常在 しない可能性が考 え られる。5検 体中4検 体

か らL.mが 検 出 された魚介 生珍 味Lに つ いて も、 同

様 の推察 が得 られ る。 なお 、 これ らの食品及 びその

製造所 について は、L.mに よ る健康 被害の未 然防止

という観点か ら、汚染源調査及 び防止対策が必要 で

ある。

また、L.m以 外 の リステ リア属菌が 、魚介生珍味

類延べ6検 体(3銘 柄)か ら検 出 された。同属菌 は

L.mと 発 育至適条件が類似 して いる と言われてお り、

今後 これ らの食品がL.mに よ って汚染 を受ける可能
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性は比較的高いと思われる。これらについてもL.m

が検出された製造所と同様に調査及び対策が必要で

ある。

L.mあ るいは同属菌が検出された銘柄の全検査成

績を比較すると、昨年度に行った本調査(表4)と

同様、細菌数や大腸菌群数の検出状況との間に相関

がみられない。また、つけ物2銘 柄(延 べ2検 体)

か ら大腸菌が検出されたが、この2銘 柄のうちL.m

が検出されたものはない。細菌数や大腸菌群数、大

腸菌は、L.mあ るいは同属菌について汚染の指標に

はなり得ないようである。

イ 検出されたL.mの 血清型及び汚染菌量

検出されたL.mは 、いずれも臨床由来株に多 く見

られる血清型(1/2a、1/2b、4b)だ った。汚染濃度

が低いため直ちに健康に被害を及ぼすことは考えに

くいが、子供や老人などのハイリスクグループにお

ける感染性は否定できない。L.mは 少量で感染、発

症する可能性がある病原体であり、4℃程度の低温下

でも増殖することができる。加熱せずに喫食する

ready-to-eat食 品からこれ らの株が検出されるこ

とについては注意が必要である。

なお、今回L.mが 検出された食品についてカナダ

の基準を準用すると、いずれの食品も状況によって

は製品回収あるいは販売停止となる場合がある。販

売可能な場合でも、「製造所への適切な指導」という

措置が伴う。また米国の場合、いずれも基準違反と

なり、リコールの対象となる。

(5)ま とめ

本調査では昨年度来、主として海外や国内で調査例

が見られず、日常的に摂取されるready-to-eat食 品に

ついて検査を行っている。国内においてこれ らを介し

たリステ リア症の発症例は疫学的に証明されていない

が、2001年3月 のチーズを介したと疑われる事例につ

いての報告があるほか、同症の症例は国内において毎

年数十例報告されている。リステリア症は診断が難し

い、発症しても軽症で終わるケースもある、等の特徴

があるためデータとして顕在化しにくく、食品が感染

源として特定できていない可能性も考えられる。その

ため、食品を介した同症の発生を正確に把握できる監

視体制の構築が求められる。

健康被害未然防止の観点からは、汚染防止対策が必

要である。 これまで本調査では、魚卵加工品、スモー

クサーモン、ぬか漬、魚介醤油漬がL.mに よって汚染

されていることが確認された。これらの原材料から製

造、流通、消費に至るまでの状況等を詳細に調査しL.m

による汚染の実態を把握することができれば、その防

止対策に有効であると考えられる。

これらの危機管理に対する行政的なアプローチとし

て、汚染菌量等による基準設定が有効であると思われ

る。現在は未加熱で摂取されるナチュラルチーズや食

肉製品からL.mが 検出されたとき食品衛生法第4条 第

3号 が適用されるが、これ らと同等以上の摂取量が想

定される食品は多 く、その中には購入後特段の加熱を

要さずに摂取されるものも含まれる。一方本調査を含

む各種調査によれば、これ ら食品のL.mに よる汚染が

散見される ことは実態 として明 らかであり、従って

L.mは 様々な食品を介して摂取されうると考えられる。

そのため、ready-to-eat食 品、加熱用食品等の消費形

態による食品分類(カ テゴリー分け)や それぞれの状

況に応じた基準を設定することで、食品全般の安全性

を包括的に管理できると考えられる。

なお、ICMSF(The International Commission on

 Microbiological Specification for Foods)が1993

年にFAO/WHO合 同食品規格委員会に提出した国際食品

微生物規格案では、同症との疫学的な関連性や摂取前

加熱の有無、意図する消費者等のパラメータにより食

品を3カ テゴリーに分類し、それぞれについてサンプ

リング方法やL.mの 汚染菌量等複数の条件の組み合わ

せによって適否を判定している。 このような国際機関

の提唱する基準値は、実際の基準策定作業において参

考になると思われる。

また行政としてはこの他にも、消費者に対する情報

提供が求められる。例えば米国FDAで は消費者向けに

パンフレット等を作成し、L.mに 関する情報提供と注

意喚起を行っている。これに対 し我が国では現在、こ

れ らの情報が消費者にとっては身近でないと思われ、

提供量としては不足感が否めない。情報提供に様々な

メディアを利用できる現在、積極的にこれらを活用す

べきであろう。そのためにも、今後も引き続きデータ

の蓄積が必要である。
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表2.リ ス テ リ ア 属 菌 検 出 状 況

a L.m., Listeria monocytogenes, L.i., Listeria innocua, L.S., Listeria

 seeligeri.

表3.リ ステ リア菌 を検出した検体 の検査成績

a L.m., Listeria monocytogenes
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表4.平 成13年 度検査 結果(概 要)

a L.m., Listeria monocytogenes, L.i., Listeria innocua, L .S., Listeria seeligeri, L.W., Listeria welshimeri .
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10通 信販売食品の衛生学的実態調査

(1)調 査 目的

通信販売の普及 した今日、家にいながらにしていろ

いろな食品を購入することが可能となり、今後更に、

多種多様な食品の通信販売が普及するものと思われる。

特に、インターネットの普及は目覚しく、利用者はす

でに5600万 人(2001年12月 現在、平成14年 「情報

通信白書」による。)であり、インターネットで食品を

購入する人も増加すると思われる。通常の行政検査で

は、店頭販売されている食品や製造所で製造された食

品を対象としており、インターネットで販売されてい

る食品については、その対象とはなっておらず、実態

は明らかではなかった。また、ホームページ上の表示

情報についても、不特定多数の人に食品を販売する場

であるにもかかわらず、食品衛生法やJAS法 による

ホームページ上への表示義務等は課せられてはいない

ため、営業者によりまちまちであり、その実態は不明

であった。実際、13年度からこの事業に取 り組んだが、

ホームページ上だけではな く、食品自体への表示も全

く無い食肉製品を発見した。

しかし、食品を販売する以上、営業者は、消費者が

食品を選択する際の食品の安全性や品質についての十

分な情報を提供すべきであると考える。そこで、イン

ターネット販売における食品のホームページ上での食

品衛生に関する情報の提供のあり方(特に食品の表示)

の問題点の調査を実施 した。併せて、実際に販売され

ている食品について、細菌、添加物等の検査を行い、

その実態を把握し、食品衛生行政に反映することを目

的として、調査を実施した。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成14年5月 から平成15年2月 まで

イ 調査内容

(ア)ホームページ上の表示調査

食品分類で、食肉製品、菓子、魚介類加工品、

清涼飲料、そう菜及び半製品、つけ物、乳製品等

約15種 類、631品 目、販売者(ホ ームページの開

設者)と して、302軒 について調査した。食品衛

生法に基づく表示のうち、原材料、添加物、賞味

期限、保存方法、製造者、アレルギーの表示につ

いて調査した。

(イ)食品の買上げ検査

(1)検 査品目

昨年度表示違反の発見された食肉製品等:23

品目

(※2品 目については、細菌検査のみ1品 目、

理化学検査のみ1品 目を含む。食肉製品21

品目、その他2品 目)添 加物の使用頻度が多

いと思われ、かつ地方独特のものがある漬物

類:16品 目

(2)検 査項目

細菌検査1細 菌数、大腸菌群、大腸菌、病原

大腸菌、黄色ブドウ球菌、サルモネラ、

クロス トリジウム、カンピロバクター、

エル シニア、セレウス、リステリア

理化学検査:保 存料、甘味料、着色料、発色

剤、漂白剤、銅クロロフィル

(3)検 査機関

都立衛生研究所 多摩支所

微生物研究科 衛生細菌研究室

理化学研究科 衛生化学研究室

(3)調 査結果

ア ホームページ上の表示調査

食品の通信販売のホームページを無作為に閲覧し、

原材料、添加物、賞味期限、保存方法、製造者、ア

レルギーの表示について、食品衛生法に基づく一括

表示に準じた方法で表示がなされているかどうかに

ついて調査した。ホームページの開設者 としては、

デパー トやスーパーあるいは、おみやげもの屋のよ

うな販売業者、製造業者が直接行っている、通信販

売専門業者等様々な形態がある。調査結果は、表1

のとお りである。

比較的調査件数の多かった食肉製品、つけ物、そ

う菜、魚介類加工品、菓子については、食品分類 ご

とに、その他のものについてはまとめて計上した。

食品衛生法上の表示情報が一括 して表示されている

もの(以下 「一括型」という。)、 表示情報が分散 し
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て文章等で表示されているもの(以 下 「分散型」とい

う。)、それ以外の不十分なもの(無 表示を含む。)(以

下 「不十分」という。)に 区分けした。「一括型」は

食品衛生法に基づ く情報を最もわかりやすく表示し

て いるものであるが、ほとんどの食品分類で0～

11%と 低 く、全体では6%し かなかった。「分散型」

を合わせても10%で あり、ほとんど(90%)が 「不

十分」であった。「不十分」の食品でも商品の写真と

値段のみを表示したもの(無 表示)が 多い。また、

無添加や無着色とそうでない食品両方を扱っている

場合、無添加や無着色 と表示はあっても、添加物を

使っている食品には特に添加物についての表示がな

いことが多い。

イ 食品の買上げ検査

(ア)細菌検査

(1)食 肉製品等の検査結果

検査品目数は23品 目で、北海道から鹿児島県

まで13道 府県の製造者あるいは販売者から検

体を収集 した。結果は表2の とおりである。こ

れは、検査品目数を表 したもので、かっこ内の

数字が検出した品目数である。検出したものに

ついて、その検出値をまとめたものが、表3で

ある。細菌数は一番多いものでグラム当た り84

×102個 と少なく、表3に 載せた以外は10個 未

満であった。また、他の細菌についてはクロス

トリジウム属菌が、2品 目か ら検出したのみで

あった。

(2)つ け物の検査結果

検査品目数は16品 目で、12都 府県の製造者

あるいは販売者から検体を収集 した。結果は表

4の とおりである。 これは、検査品目数を表し

たもので、かっこ内の数字が検出した品目数で

ある。検出したものについてまとめたものが、

表5で ある。細菌数では、5品 目か らグラム当

たり53×10～13×105個 検出された。大腸菌群

については、3品 目から検出された。その他の

食中毒起因菌については、すべて検出されなか

った。

(イ)理化学検査

(1)食 肉製品等の検査結果

結果は表6の とおりである。これは、検査品

目数を表 したもので、かっこ内の数字が検出し

た品 目数である。検出 したものについてその検

出値をまとめたものが、表7で ある(*表 の見

方:保 存料(ソ ルビン酸)で は加熱後包装食肉

製品のソーセージ3品 目か ら、1.0～1.4g/kgの

範囲で検出し、発色剤では、非加熱の食肉製品

のハム2品 目から0.002g/kgと0.007g/kg検 出

し、加熱後包装食肉製品のソーセージ10品 目か

ら0.001～0.017g/kgの 範囲で検出した。)。

アスコルビン酸を検出した品目についてかっ

こ内で表したものが、表示違反となったもので

ある。その他のものについては、表示どおりで

あった。

(2)つ け物の検査結果

結果は表8の とお りである。これは、検査品

目数を表 したもので、かっこ内の数字が検出し

た品目数である。検出したものについてその検

出値についてまとめたものが、表9で ある。

(4)考 察

ア ホームページ上の表示調査

ホームページ上の表示情報が食品衛生法に準 じた

形で表示されている 「一括型」は6%と 少なく、ホ

ームページ上の表示のあり方が十分でない実態が明

らかとなった。ホームページ上の表示が不十分なも

のが多いのは、現状では、インターネットで食品を

販売する場合に、ホームページ上の表示について食

品衛生法上の表示義務が課せ られていないため、営

業者に積極的に表示情報を提供 しようという意識が

希薄であることが推察される。扱っている商品の種

類が多く、また季節によって商品の入れ替えがある

ことも関係し、特にデパー ト等の販売者の場合、食

品に限らずたくさんの種類の商品を扱っているので

その傾向が強いと思われる。 しかし、営業者の中に

は、食品自体への表示のようにホームページ上でも

一括表示ですべて表示しているものもあり、食品を

消費者に販売する上で、食品衛生法上の表示の基準

に準じた表示を行うことは消費者が食品を選択する

ための十分な情報となることからも必要と考えられ

る。特にアレルギー情報は問題の発生する可能性 も
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高いことからも注意が重要である。

イ 食品の買上げ検査

細菌検査については、つけ物で細菌数のやや多い

ものが見受けられたが、発酵食品のためであり、特

に問題となるものはなかった。これは、食品の包装

形態が発泡スチロール箱や紙箱の中に蓄冷剤を入れ

た状態のものが多いことや、流通形態が冷蔵や冷凍

となっていることに関係があると考えられる。また、

1販 売者か ら1か ら2品 目と買上げ数量が少なかっ

たため、しっか り保冷されていたのではないか と考

えられる。

理化学検査においては、食肉製品で7品 目のアス

コルビン酸の表示違反が発見 された。昨年度の調査

において食品自体へも全 く表示のない食肉製品が発

見されたが、今回はホームページ上では、商品の写

真と値段のみの表示のものでも、食品そのものへの

表示は無表示のものは無 く、アスコルビン酸を除い

ては適正になされていた。食肉製品は他の食品に比

べて添加物の使用頻度は高 く、理化学検査を行った

22品 目(食 肉製品は20品 目)中20品 目か ら何 らか

の添加物が検出された。

表示違反のうちのスモークハム(加 熱後包装)1

品目には、「合成保存料 ・着色料は使用してお りませ

ん」との表示があり、確かに保存料と着色料は検査

の結果検出しなかったが、発色剤とアスコル ビン酸

は検出してお り、消費者においては、食品添加物と

いうと、保存料と着色料の方が発色剤やアスコルビ

ン酸よ りも認知度が高いことからも無添加と誤認さ

れやすいと考えられる。また別の表示違反のポーク

ソーセージ(加 熱後包装)1品 目では、ホームペー

ジで低添加と宣伝しているが、検査結果は発色剤が

0.017g/kg、 アスコルビン酸が0.39g/kgと 特に低い

数値とも思われないものも発見され、消費者に誤っ

た情報を提供していると思われる。

つけ物の理化学検査では、有機梅干から、安息香

酸が0.01g/kg検 出されたが、これは天然由来と考え

られた。無添加 と表示されていたものからは、添加

物は検出されなかったが、検査した16品 目中何 らか

の添加物を検出したのは、5品 目(有 機梅干を除く)

と少な く、最近の消費者のつけ物に対する自然嗜好

(添加物を使わない)が 示唆された。

(5)ま とめ

今回の検査では、食肉製品とつけ物についてのみ行

ったが、細菌検査においては特に問題となるような食

品は、発見 されなかった。しかし、 昨年度検査した冷

凍食品のように細菌数の多数検出する食品もあること

か ら、他の食品についても確認する必要はあると思わ

れる。

理化学検査については、検査 した20品 目の食肉製品

のうち7品 目が表示違反となり、通常の収去検査業務

よりも高い違反率であり、添加物の使用状況について

は、調査を要すると思われる。また、使っていない添

加物のみ 「使っていない」と表示し、別の添加物は普

通に使用していたり、ホームページ上で低添加と宣伝

していながら、特に使用量を少なくしたとも思えない

食品も発見された。これは、消費者に誤った情報を提

供 していることになり、好ましくないと考えられる。

また、ホームページ上の表示が食品衛生法の表示基

準に準じた形で表示 している営業者が少ない状況を受

け、調査結果をもとに、営業者等への表示改善の要請

を検討中であり、今後は、表示改善の追跡調査を含め

た調査を行っていきたいと考えている。

さらに、インターネット販売では、無添加、自然等

を宣伝文句にしている食品も多数見受けられることか

ら、そのような食品についても調査 していきたいと考

えている。
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表1ホ ームページ上の表示調査結果(平 成14年 度)

注)一 括型:表 示情報が一括 して表示されているもの

分散型:表 示情報が分散して文章等で表示されているもの

不十分:表 示情報が不十分(無 表示を含む)で あるもの

表2食 肉製品の細菌検査検体数 (平成14年 度)

注)か っこ内の数字は検出した品目数

表3細 菌を検出した食肉製品とその検出値 (平成14年 度)

表4つ け物の細菌検査検体数 (平 成14年 度)

注)か っこ内の数字は検出した品目数

表5細 菌を検出した漬物とその検出値(平 成14年 度)

 

3
2
9
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表6食 肉製品の理化学検査検体数(平 成14年 度)

注)か っこ内の数字は検出した品目数

表7添 加物を検出した食肉製品 とその検出値(平 成14年 度)

注)ア スコルビン酸のかっこ内の数字は表示違反 となった品目数

表8漬 物の理化学検査検体数(平 成14年 度)

注)か っこ内の数字は検出した品目数

表9添 加物を検出した漬物とその検出値(平 成14年 度)

330




